
北九州市監査公表第１９号  

令和４年７月２９日  

 北九州市監査委員   小 林 一 彦  

 同                 廣 瀨 隆 明  

 同                 森 本 由 美  

                 同         渡 辺   均  

 監査委員の監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方

自治法第１９９条第１４項の規定により、次のとおり公表する。 

１ 監査の種類 

  定期監査 

２ 措置を講じた局 

  財政局 

３ 監査の期間 

  令和３年７月９日から令和４年２月３日まで 

４ 監査公表の時期 

  令和４年２月２１日（令和４年監査公表第３号） 



５ 監査の結果に基づく措置状況 

（１）財政局 

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

ア 収入事務 

（ア）歳入の会計年度所属区分につい

 て 

  （西部市税事務所市民税課・固定

資産税課） 

 市税事務所の市税証明書発行及び固

定資産台帳閲覧等に係る徴税手数料収

納事務の年度末処理において、当日金

融機関に預け入れられなかった令和３

年３月３１日領収の手数料収入を、翌

日４月１日領収分と合わせて、令和３

年度の歳入として調定を行い収納して

いた。 

 地方自治法施行令では、歳入の会計

年度所属区分について、随時の収入で

、通知書等を発しないものは、これを

領収した日の属する年度とされている

。 

また、歳入の調定については、所属

年度、歳入科目、納入すべき金額、納

入義務者等を誤っていないかどうかそ

の他法令又は契約に違反する事実がな

いかどうかを調査してこれをしなけれ

ばならないとされている。

 適正な事務処理をされたい。 

 指摘された点について、令和３年度

の年度末処理において令和４年３月３

１日１５時から終業時までの手数料収

入を確認したところ、西部市税事務所

市民税課では２０件・４，９００円の

収入があったものの、同固定資産税課

では収入はなく、適正に収納処理を行

ったことを確認した。 

今後、同様の間違いが生じないよう

に、西部市税事務所市民税課では令和

４年１月１７日に、同固定資産税課で

は令和３年１２月２４日に窓口業務マ

ニュアルの変更を行い、年度末当日は

課長、係長、庶務担当者、窓口担当者

、窓口会計年度任用職員間で声掛けを

行うことで注意喚起を行っていくこと

とした。併せてリスク評価シートを更

新し、適正な事務処理を行うよう、対

策を講じた。 

また、実査後、ただちに本件を課内

職員へ周知するとともに、西部市税事

務所市民税課では令和３年１２月１６

日から同月２０日までに、同固定資産

税課では令和４年１月１９日から同月

２６日までに開催した事務改善会議に



監 査 の 結 果 措 置 状 況 

おいて、今回の指摘事項を改めて課内

職員へ周知し、再発防止に向けて注意

喚起を行った。 



監 査 の 結 果 措 置 状 況 

イ 契約事務 

（ア）物品購入手続きについて 

  （税制課） 

税制課に係る物品購入にあたり、所

定の期間内に技術監理局契約課におい

て一括で契約すべきものを、納期の都

合上、発注を分割することにより、担

当課で契約しているものがあった。 

 市副市長以下専決規程では、予定価

格の金額に応じて契約決裁権者が定め

られている。当初予定価格が権限の範

囲内に収まるように分割して契約する

ことは、予算の効率的執行の面からも

適切でない。 

 適正な事務処理をされたい。 

指摘された物品購入については、令

和４年度用の市税証明窓口用封筒作成

から技術監理局契約課においての一括

契約に処理方法を改め、契約課で実施

した電子入札（見積競争会）の結果、

令和４年１月１９日に契約を行った。

今後、同様の事例が生じないように

リスク評価シートや業務マニュアルに

今回の指摘事項について記載し、職員

に対しても、今回指摘を受けた事例に

ついて周知を行った。 

 なお、事務の見直しにより、令和５

年度用の市税証明窓口用封筒から作成

を行わないこととした。 



監 査 の 結 果 措 置 状 況 

ウ 財産管理 

（ア）原動機付自転車等標識管理につ

いて 

  （東部市税事務所市民税課） 

原動機付自転車等標識（以下「標識

」という。）の管理について、担当者

及び係長のみによる日々の在庫管理は

行っていたが、物品管理者である所属

長による管理は行われていなかった。

市市税条例では、新たに原動機付自

転車又は小型特殊自動車に係る軽自動

車等の所有者となった者は、市長に対

し、標識交付申請書を提出し、かつ、

当該原動機付自転車又は小型特殊自動

車の呈示をして、その車体に取り付け

るべき標識の交付を受けなければなら

ないとされており、交付された標識に

より軽自動車税の課税、非課税が特定

されるものである。また標識は、市が

購入し賦課徴収事務のため交付するも

のであるから、財産としての管理を行

う必要がある。 

 市会計規則及び物品管理要領では、

物品管理者は、所管に属する物品を適

正かつ効率的に管理し、常にその使用

状況を把握しておかなければならず、

台帳等関係帳簿を的確に整備し、常に

関係帳簿と照合・点検しておくことと

されている。 

 標識については、紛失・盗難などに

より悪用されるリスクもあることから

、適正な在庫管理を行われたい。 

指摘された点については、今後、同

様の間違いが生じないように、令和３

年１０月から標識受付簿に在庫数を記

載するとともに、月末に所属長に在庫

数を報告し決裁を受けることとした。

併せて、リスク評価シートを更新し、

適正な事務処理を行うよう対策を講じ

た。 

 また、実査後、ただちに本件を課内

職員へ周知するとともに、令和３年１

０月１日に係内研修を実施し、今回の

指摘事項を改めて職員へ周知し、再発

防止に向けて注意喚起を行った。 

＜局全体の対応について＞ 

 今回指摘があった３課については、

実査後ただちに改善を行い、適正に対

応しているところであり、事務改善会

議や研修で職員への周知やリスク評価

シートの更新も行い、再発防止を徹底

しているところである。 

 また、今回の指摘事項については、

局内全体にメールで周知し、情報共有

を行っている。 


